アメリカ先住民の自決と保留水利権 : 1952年マッカラン修正の検討 by 川浦 佐知子
南山大学紀要『アカデミア』人文・自然科学編　第 21号，99―122，2021年 1月 99
アメリカ先住民の自決と保留水利権
―1952年マッカラン修正の検討―
Indian Reserved Water Rights and Self-Determination of Native Nations:




　 This paper examines Indian water rights claims in relation to self-determination of native nations.  The 
examination focuses on the McCarran Amendment of 1952 which waives federal sovereign immunity 
for the joinder of the United States as a defendant in general stream adjudications in state courts.  The 
original purpose of the Amendment was to settle water disputes between Western states and the United 
States.  However, the series of rulings based on the amendment, mainly U.S. v. Dist. Court for Eagle 
County (1971), Colo. River Water Cons. Dist. v. U.S. (1976), and Arizona v. San Carlos Apache Tribe (1983), 
threatened Indian reserved water rights by placing them under state jurisdiction.
　 Arguing against the application of the McCarran Amendment to Indian reserved water rights, native 
tribes has come out of federal termination policy embedded in the Amendment.  In doing so, tribes 
redefined trust relationship with federal government, making their way into water agreements with 
Western states.
　 Defending tribal sovereignty in contemporary resource war, native nations not only reclaimed long-
forgotten Indian reserved water rights, established by the U.S. Supreme Court Winters decision in 1908, 
but also established equal standing required to achieve water agreements in the tribe―the U.S.―state 
relation.
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　本稿では，1）先住民の保留水利権が初めて司法で認められた 1908年Winters判決（Winters v. 
United States）を概説するとともに，Arizona事件（Arizona v. California）の検証を通して，西部の
土地改良計画が先住民の保留水利権に与えた影響を検討する。次に 2）水利権管轄をめぐる合衆国
と州の係争に転機をもたらし，先住民の保留水利権に多大な影響を与えた 1952年マッカラン修正
を検討する。本稿では 1976年 Colo. River Water Cons. Dist. 判決（Colorado River Water Conservation 
















ン（Assiniboine）のために保留された土地である。1905年合衆国巡回裁判所（Circuit Court of the 




























































































































































































































　合衆国最高裁判所によるマッカラン修正の拡大解釈は，1971年 Eagle判決（United States v. 
District Court for Eagle County）から始まった。Eagle事件は合衆国がコロラド川支流イーグル川
（Eagle River）の水利権を求めた事案であった。合衆国は公有地を転じてホワイトリバー国有林





















　1963年 Dugan v. Rank判決42）は，カルフォルニア州セントラルバレー土地改良計画（Central 
Valley Reclamation Project）に関わる事案である。土地改良計画によって建設されたフライアント













年 Colo. River Water Cons. Dist. 判決だった。この判決によって先住民の保留水利権の司法判断は連
邦裁判所ではなく，州裁判所の管轄となった。
4）連邦裁判所の「裁判権行使回避」：1976 年 Colo. River Water Cons. Dist.判決44）






























裁 Colo. River Water Cons. Dist. 判決によって，連邦裁判所には連邦の水利権を判断することを控え，
先に管轄権を行使していた州裁判所にその審理を委ねることが求められた48）。
































































アン自決・教育援助法（Indian Self-Determination and Education Assistance Act），1978年インディ

















































しない 2）が，1974年の時点で全体の 6割から 7割を占めていた。正確な記録が残っていない上に
残された記録も集中管理されておらず，果たして「既存水利権」が認定，承認されうるのか，判然
としない状態がモンタナ州では続いていた69）。
























て提訴された他の訴訟と併合され，Northern Cheyenne Tribe v. Tongue River Water Users事件とされ
た。州裁判所にはノーザン・シャイアンの水利権が関わる流域についての包括的水利権判断が州か
ら求められており，連邦裁判所と州裁判所が同一の事案について競合する状況に陥った。このため
Northern Cheyenne事件は，同様の状況にあった Colo. River Water Cons. Dist. 事件の判決が出るま
























　1979年 4月 4日，モンタナ州議会は水利用法の改正案（Senate Bill 76）を承認し，先住民部族
と連邦の保留水利権を州の水利権管轄手続きに含めることを決議した。翌日 4月 5日，連邦は合
衆国地区地方裁判所においてフラットヘッド保留地（Flathead Reservation），ロッキーボーイズ保
留地（Rocky Boy’s Reservation），フォートベルナップ保留地，フォートペック保留地（Fort Peck 
Reservation）を有する部族の受託者として，部族の保留水利権の司法判断を求めて追加訴訟を起
こした。合衆国の訴訟提起にもかかわらず，州議会は 1979年 5月，「モンタナ州における既存水









































































1982年 Northern Cheyenne, Etc. 判決（Northern Cheyenne, Etc. v. Adsit）において部族の主張を認め，
先の訴訟却下を破棄した。
　第九巡回区控訴裁判所は先の 1979年 Northern Cheyenne判決において，合衆国地区地方裁判所
が州憲法の免責事項を検討していないことに言及し，授権法によらぬ州昇格を果たしたコロラド州
における事例―1976年 Colo. River Water Cons. Dist. 判決―をモンタナ州での本件に当てはめるべき
ではないと判断している。1976年の判決は，州と合衆国の間で水利権判断が競合する場合，連邦





















た。しかしこの判断は，合衆国最高裁判所 1983年 San Carlos Apache判決（Arizona v. San Carlos 
Apache Tribe）92）によって覆された。
　1983年 San Carlos Apache判決は，連邦によって提起される水利権訴訟については州の授権法
の内容に関わらず，全ての州においてマッカラン修正が適用されるとした。1876年にコロラドが
授権法によらぬ州昇格を果たしたのは歴史的タイミングの問題であり，このことを理由に 1976年





2）部族主権と信託関係：1983 年 San Carlos Apache判決



































3）水利権合意へ向けて：1984 年 State ex Rel., Greely審議96）
　合衆国最高裁判所 1983年 San Carlos Apache判決は，先住民部族と合衆国の主張を退けた。しか
し，モンタナ州が州の水利用法を先住民に対して適用するには，未解決の問題が残っていた。1982























（United States v. Adair）99）が明らかにしたように，先住民には超記憶的な時代（time immemorial）













　1985年 State ex Rel., Greely v. Confederated Salish and Kootenai Tribes判決103）では，1）州憲法は州
が先住民の保留水利権を司法判断することを妨げないと判断された。併せて，2）州水利用法は先
住民の保留水利権を適切に扱うために改定が必要であると判断された。これによって，合衆国最
高裁判所 1983年 San Carlos Apache判決で未決のままであった二つの争点が解決し，モンタナ州が
州水利用法の下で，先住民部族の水利権を含めた全州の水利権判断を進めることが可能となった。
1985年 State ex Rel., Greely判決では，先住民の保留水利権が灌漑可能な面積をもとに算出される，
将来的な水利用を見込んだものであることも確認され，先住民の水利権の特性を尊重した水利用法






















年 Colo. River Water Cons. Dist. 判決においては，先住民にとって訴訟提起の場となる連邦裁判所が
裁判権行使回避を言い渡され，州裁判所が州域内の水利権判断を担う司法機関となることが決定し
た。
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